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コロナショックにどう対応するか
―決算・税務・法務―

昨今の新型コロナウイルスの拡大および各
国の感染症拡大防止対策が，グローバルな経
済活動に大きな影響を与えており，中国等の
感染拡大地域に主要な事業拠点や取引先を有
している場合に限らず，事業活動にも大きな
影響が及ぶことが懸念されている。
新型コロナウイルスの影響には大きく分け

て，決算スケジュールに与える影響と財務諸
表等に与える影響とが考えられる。以下にお
いて，「決算スケジュールへの影響」，財務諸
表のうち「後発事象」，および「決算説明会
における留意点」にわけて，これらを順に説
明する。

Ⅰ　決算スケジュールへの影響

決算スケジュールに与える影響としては，
主に中国等の感染拡大地域に工場，拠点等を
有する場合，決算を行うのに必要な情報の入
手が行えない可能性や，感染症拡大防止のた
め棚卸などの通常決算に必要な手続が行えな
い可能性が考えられる。また同様に，会計監
査に必要な手続を実施できず，監査法人の監
査が終了しないことも考えられる。

これらに関し，各関係団体より次のような
見解が公表されている（図表１参照）。

金融庁
４月14日
（４月17日更
新）

新型コロナウイル
ス感染症緊急事態
宣言を踏まえた有
価証券報告書等の
提出期限の延長に
ついて

法務省
２月28日
（４月17日更
新）

定時株主総会の開
催について

日本取引所
グループ

２月10日

新型コロナウイル
ス感染症の影響を
踏まえた適時開示
実務上の取扱い

国税庁
３月25日
（４月16日更
新）

国税における新型
コロナウイルス感
染症拡大防止への
対応と申告や納税
などの当面の税務
上の取扱いに関す
る FAQ

日本公認会
計士協会

（その１）
３月18日�
（その２）
４月10日
（その３）
４月15日

新型コロナウイル
ス感染症に関連す
る監査上の留意事
項

※�　記載内容は4月19日時点の情報に基づく。

〔図表１〕関係団体の公表した見解
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１　有価証券報告書等の提出期日の延長
有価証券報告書は通常，決算日後３カ月以

内，四半期報告書は45日以内に提出すること
が求められている。ただし新型コロナウイル
ス感染症の影響による決算手続等の遅延の発
生を鑑みて，法務省・金融庁・東京証券取引
所は有価証券報告書等の提出期限の延長や定
期株主総会の開催延長への見解を発表してい
る。
金融庁は，４月７日に発令された緊急事態

宣言に伴い，企業の個別申請を必要とせずに
一律に有価証券報告書の提出期限を９月末ま
で延長することを発表した（４月17日）。
法務省は，定款で定めた時期に定時株主総

会を開催することができない状況が生じた場
合には，その状況が解消された後合理的な期
間内に定時株主総会を開催すれば足りる，と
の見解を示している。ただし，定款に定めた
基準日から３カ月以内に定時株主総会を開催
できない場合は，新たな基準日を定める必要
があるとしている（４月17日）。
東京証券取引所は，通期の決算内容および

四半期決算内容について，新型コロナウイル
ス感染症の影響により決算手続等に遅延が生
じ，速やかに決算内容等を確定することが困
難となった場合には，「事業年度の末日から
45日以内」などの時期にとらわれず，確定次
第開示することで差し支えないとしている
（２月10日）。
さらに，新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた企業決算・監査等への対応に係る
連絡協議会から「新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえた企業決算・監査及び株主総
会の対応について」（４月15日）という共同
声明が発出され，定時株主総会の開催時期の

延期や，その後の継続会における計算書類，
監査報告等の提供などの対応案が示された。

２　税務申告期限・納付期限の延長
国税庁からは「国税における新型コロナウ
イルス感染症拡大防止への対応と申告や納税
などの当面の税務上の取扱いに関するFAQ」
が公表されている。この中では，法人税につ
いては個人所得税のような一律の特例はない
ものの，申請により個別に申告期限の延長が
認められる「やむを得ない理由」に該当する
ケースがあるとしている。また「やむを得な
い理由」の具体例として，下記を例示してい
る。
・　税務代理等を行う税理士（事務所の職員
を含む）が感染症に感染したこと
・　納税者や法人の役員，経理責任者などが，
現在，外国に滞在しており，ビザが発給さ
れないまたはそのおそれがあるなど入出国
に制限等があること
・　次のような事情により，企業や個人事業
者，税理士事務所などにおいて通常の業務
体制が維持できない状況が生じたこと
　 �　経理担当部署の社員が，感染症に感染
した，または感染症の患者に濃厚接触し
た事実がある場合など，当該部署を相当
の期間，閉鎖しなければならなくなった
こと

　 �　学校の臨時休業の影響や，感染拡大防
止のため企業が休暇取得の勧奨を行った
ことで，経理担当部署の社員の多くが休
暇を取得していること

・　感染症の拡大防止のため多数の株主を招
集させないよう定時株主総会の開催時期を
遅らせるといった緊急措置を講じたこと

緊急企画

コロナショックにどう対応するか
―決算・税務・法務―
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また同様に，法人税の納付についても個別
に申請することで延納や分割納付等が認めら
れるケースがあるとし，その具体例として以
下のような例が記載されている。
・　新型コロナウイルス感染症の影響で資金
繰りが悪化した

・　新型コロナウイルス感染症の患者が発生
したことに伴う消毒作業により， 仕入れて
いた食材を廃棄した

・　新型コロナウイルス感染症の影響で予約
キャンセルが相次いだため，事業に著しい
損失が生じた

このように納税に関しても申請による猶予
を受けることができる可能性があるため，早
めに所轄税務署の徴収担当者に相談すること
を推奨している。

３　会計監査への影響
３月18日付で日本公認会計士協会より，

「新型コロナウイルス感染症に関連する監査
上の留意事項（その１）」が公表されている。
これに基づいて決算スケジュールに影響を及
ぼす可能性がある事項を解説する。

⑴　手続への影響

①　実地棚卸立会

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の
影響で，実地棚卸およびその立会に関する検
討が必要となる場合が想定される。実地棚卸
が期末日以外の日，たとえば，期末日後に実
施される場合も想定される。その場合には，
実地棚卸日と期末日における棚卸資産の増減
記録の確認等の追加的な証憑の提供を監査人
から要求される可能性がある。
また，新型コロナウイルス感染症拡大防止

対策の影響で，実地棚卸を行うことができな
い場合も想定される。 このような場合，た
とえば実地棚卸日以前に取得または購入した
特定の棚卸品目について，実地棚卸日後に販
売されたことを示す記録や文書等の代替的な
証憑の提供を監査人から要求される可能性が
ある。
②　銀行残高確認

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の
影響により，事業が停止している，または業
務が遅滞していることによって，海外に所在
する金融機関や企業から確認に対する回答が
得られない場合が想定される。この場合，回
答を得られない理由や相手先の状況について
の情報を入手し，適切な代替的手続を実施す
るための証憑の提供を監査人から要求される
可能性がある。
③　海外子会社・支店

中国に子会社・支店等を有している場合，
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い，当
該拠点の決算業務が遅延しているもしくは中
国子会社への監査業務が継続できない場合な
どが想定される。
また当該拠点が経営者の評価範囲内にある
拠点である場合，内部統制報告書への影響も
検討する必要があるだろう。経営者の評価手
続が実施できない場合は，災害等，やむを得
ない事情による評価範囲の制約に該当すると
考えられるため，「財務報告に係る内部統制
の評価及び監査に関する実施基準」の記載に
従った以下のような対応をとる必要になる可
能性がある（「財務報告に係る内部統制の評
価及び監査に関する実施基準」Ⅱ３⑹評価範
囲の制約）。
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経営者は，財務報告に係る内部統制の有効
性を評価するに当たって，やむを得ない事情
により，内部統制の一部について十分な評価
手続を実施できない場合がある。その場合に
は，当該事実が財務報告に及ぼす影響を十分
に把握したうえで，評価手続を実施できな
かった範囲を除外して財務報告に係る内部統
制の有効性を評価することができる。

⑵　判断への影響

続けて同協会より「新型コロナウイルス感
染症に関連する監査上の留意事項（その２）」
が4月10日付で公表された。こちらでは主に，
監査人の判断に係る留意事項が示されている。
①　監査意見の表明

新型コロナウイルス感染症の拡大による各
会社への影響は極めて甚大なものであり，今
後の影響を予想することも困難な状況が生じ
ているケースも多い。そのため，企業の会計
上の見積り，およびそれに対する監査人の監
査手続の選択や実施も，極めて困難であるこ
とが予想される。

監査基準では監査人に対し，将来予想が極
めて困難で，かつ多岐にわたる影響がある場
合には，意見表明の可否を慎重に検討すべき
ことを要求している（第四 報告基準 五４）。
しかし当基準に係る留意事項として，財務諸
表の利用者等の意思決定に資するという公共
の利益も勘案し，会計上の見積りの監査が困
難であることを理由に監査意見を表明できな
いという判断は慎重になされるべきである，
としている
②　見積りの合理性

財務諸表を作成するうえでは，固定資産の
減損，繰延税金資産の回収可能性など，様々

な会計上の見積りが必要となるが，これらの
予測を行うことが極めて困難な状況であると
考えられる。

これらについて，悲観的でも楽観的でもな
い仮定が必要であるとし，監査人が「過度に
楽観的な見積りを許容すること」や「監査人
の過度に悲観的な予測により経営者の行った
見積りを虚偽表示と判断すること」は適切で
はないとしている。

また経営者が事業計画に関して感応度分析
を行っている場合には，見積りに対する感応
度の高い重要な仮定を識別して検討するとと
もに，経営者が想定する複数のシナリオを理
解し，検討することによって，見積りについて
合理的な評価を行うことができるとしている。
③�　明確で，信頼でき，透明性のある有用な

情報の提供

企業会計基準委員会から，議事概要「会計
上の見積りを行う上での新型コロナウイルス
感染症の影響の考え方」（2020年４月10日）
が公表され，
・�　不確実性が高い事象についても，一定の

仮定を置き最善の見積りを行う必要がある
こと

・�　仮定が「明らかに不合理である場合」を
除き，結果との間に乖離が生じたとしても，

「誤謬」にはあたらないこと
・�　仮定に重要性がある場合は，追加情報と

しての開示が求められること
などが示された。

また会計上の見積りの不確実性が極めて高
い場合には，企業の追加情報等の開示に加え，
監査人が強調事項により監査報告書の利用者
に注意喚起することが有用な場合もあるとさ
れている。さらには継続企業の前提について

緊急企画

コロナショックにどう対応するか
―決算・税務・法務―
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も，経営者が重要な事象・状況を識別してい
るか，識別している場合はその対応策につい
て，監査人が経営者と協議する必要があると
している。（監査基準委員会報告書570「継続
企業」９項）。
これらにより，「明確で，信頼でき，透明

性のある有用な情報」を提供することを検討
する必要があるとされている。

⑶　監査スケジュールへの影響

４月15日付で公表された「新型コロナウイ
ルス感染症に関連する監査上の留意事項（そ
の３）」では，有価証券報告書の提出期限の
９月末までの延長や定時株主総会の開催延期
に伴う対応として監査人には，スケジュール
について被監査企業と十分に協議したうえで
合意を得て進めることが求められている。

Ⅱ　後発事象

財務諸表等に与える影響としては，主に今
後の感染症拡大防止対策による事業活動の縮
小や停止，将来キャッシュ・フローの悪化，
将来の課税所得の見積りの下振れの可能性等
が考えられ，これらにより減損や引当金の計
上，資産評価といった各会計処理への影響が
見込まれる。
以下において，主に「後発事象の開示」の

観点からこれらをどのように扱うべきかにつ
いて，順に説明する。

１　後発事象に該当するか　
新型コロナウイルス感染症に起因する事業

活動の縮小や停止，将来キャッシュ・フロー
の悪化，将来の課税所得の見積りの下振れの

可能性等の影響について，後発事象に該当す
るか否か検討が必要になる可能性がある。
ここで「後発事象」とは，「決算日の翌日
から監査報告書の発行までに発生した，会社
の財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況に影響を及ぼす会計事象」をいう。

２　修正後発事象か開示後発事象か
後発事象は，発生した事象の実質的な原因
が決算日現在においてすでに存在しているた
め財務諸表の修正を行う必要がある後発事象
（以下「修正後発事象」という。）と，発生し
た事象が翌事業年度以降の財務諸表に影響を
及ぼすため，財務諸表に注記を行う必要があ
る事象（以下「開示後発事象」という。）の
２つに分類される。
ここで，発生した事象の実質的な原因が決
算日現在においてすでに存在するか否かがポ
イントとなる。

⑴　決算日が新型コロナウイルス発生前の場

合（12月決算など）

決算日が新型コロナウイルス発生前の場合，
決算日現在においては新型コロナウイルスに
関連する当期の財務諸表に与える影響は存在
しないため修正後発事象に通常該当しない。
そのため，翌事業年度の会計処理に与える
影響の重要性に応じて，当事業年度の開示後
発事象に関わる注記事項として取り扱うかど
うか慎重に検討する必要がある（図表２）。

⑵　決算日が新型コロナウイルス発生後の場

合（３月決算など） 

決算日が新型コロナウイルス発生後の場合，
仮に新型コロナウイルスの影響により得意先
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の修正が必要となる可能性がある。
一方新型コロナウイルス発生前に決算日を

迎えている場合，もしくは決算日が新型コロ
ナウイルス発生後であるが，当期の財務諸表
に影響を及ぼさず，翌期以降の財務諸表に影
響を及ぼす事象である場合，その影響の程度
に応じて当期の開示後発事象に関わる注記事
項として取り扱うかどうか検討する必要があ
る。以下，想定されるケースを例にとり解説
する。

⑴　新型コロナウイルスの影響により決算日

後に取引先の倒産等により売掛金の回収が

困難となることが判明した場合

①　12月決算の場合

取引先の倒産の実質的な原因となる新型コ
ロナウイルスの発生は決算日時点で存在しな
いため，重要性に応じて開示後発事象として
注記することとなる。

②　３月決算の場合

取引先の倒産の発生が決算日以後であった
としても，その実質的な原因となる新型コロ
ナウイルスの発生は決算日時点ですでに発生
しているため，修正後発事象に該当する。し
たがって貸倒引当金の計上等により当期の財
務諸表の数値を修正することが必要になる可
能性がある。

⑵　新型コロナウイルスの影響により，子会

社・工場・支店等の閉鎖もしくは縮小を決

算日後に決定した場合

①　12月決算の場合

子会社・工場・支店等の閉鎖・縮小の決定
の実質的な原因となる新型コロナウイルスの
発生は決算日時点で存在しないため，重要性
に応じて開示後発事象として注記する。
②　３月決算の場合

子会社・工場・支店等の閉鎖・縮小を決定

の倒産，事業の閉鎖・縮
小等の決定が決算日後で
あったとしてもその実質
的な原因である新型コロ
ナウイルスの発生が決算
日現在においてすでに発
生しているため，当期の
財務諸表に影響を及ぼす
場合，修正する必要があ
る（図表３）。

３　具体的例示
上述のように，決算日

が新型コロナウイルス発
生後の場合，修正後発事
象として当期の財務諸表

※�決算日時点では新型コロナウイルスは発生していないため，開示後発事象
に該当する。

※�得意先の倒産，事業閉鎖などの実質的な原因となる決算日時点で新型コロ
ナウイルスは発生しているため，修正後発事象に該当する。

決算日
（３月）

決算日
（12月）

２月
コロナ
発生

２月
コロナ
発生

コロナによる
得意先の倒産，
事業閉鎖など

監査報告書
発行

監査報告書
発行

〔図表３〕修正後発事象の例

〔図表２〕開示後発事象の例

緊急企画

コロナショックにどう対応するか
―決算・税務・法務―
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⑷　新型コロナウイルスの影響により，翌期

の売上高の減少が予想される場合

①　12月決算会社の場合

新型コロナウイルス発生前に決算日を迎え
ている場合，決算日後の新型コロナウイルス
の発生という事象は，翌期の売上に影響を与
えるため，重要性に応じて当期の財務諸表上
は開示後発事象として注記されることになる
と思われる。
②　3月決算会社の場合

新型コロナウイルス発生後に決算日を迎え
る場合，新型コロナウイルスの発生という事
象自体の発生は決算日以前でありそもそもの
後発事象の定義に該当しないため，後発事象
には該当しないと考えられる。実務上は事業
の状況などの箇所に影響を記載することにな
るだろう（図表４）。

⑸　決算日後に，工場等で従業員に新型コロ

ナウイルス感染者が確認され，工場停止等

が必要になり損失が見込まれる場合

①　12月決算の場合

工場停止の決定の実質的な原因である新型
コロナウイルス感染者の確認という事象は決
算日時点で存在しないため，重要性に応じて
開示後発事象として注記する。

した取締役会の日付が，決算日以後であった
としても，その実質的な原因となる新型コロ
ナウイルスの発生が決算日時点ですでに発生
しているため，修正後発事象に該当する可能
性が高い。この場合，リストラクチャリング
引当金等により将来発生が予想される損失を
合理的に見積る引当金の計上が必要になると
思われる。
ここで，子会社・工場・支店等の閉鎖・縮

小が新型コロナウイルスとは無関係の場合，
取締役会の決定が決算日後であれば，修正後
発事象には該当せず開示後発事象となること
に留意する必要がある。

⑶　新型コロナウイルスの影響により，予定

していたイベント等が中止となり損失の発

生が予想される場合

①　12月決算会社の場合

予定していたイベント等の中止の実質的な
原因となる新型コロナウイルスの発生は決算
日時点で存在しないため，重要性に応じて開
示後発事象として注記する。
②　3月決算会社の場合

予定していたイベント等の中止の決定が，
決算日以後であったとしても，その実質的な
原因となる新型コロナウイルスの発生が決算
日時点ですでに発生しているため，修正後発

事象に該当する可能性が
高い。イベントの主催者
でキャンセル料等により
翌期損失の発生が予想さ
れる場合，損失を合理的
に見積り引当金の計上が
必要になると思われる。

※�決算日から監査報告書発行日までの間には何も事象は発生しておらず後発
事象には該当しない。

２月
コロナ
発生

監査報告書
発行

〔図表４〕翌期以降の売上高減少が予想される場合
翌期以降の売
上高の減少が
予想される決算日

（３月）
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②　３月決算の場合

このようなケースの場
合は，工場停止の決定の
実質的な原因は新型コロ
ナウイルス感染者の確認
という事象と考えられる。
したがって，決算日後に
従業員の新型コロナウイ
ルス感染が確認され，結
果として工場停止等が決
定された場合，決算日時
点では実質的な原因は発
生していないと考えられ
るため，３月決算の場合
であっても修正後発事象
には該当せず，開示後発

ス発生前の場合，開示後発事象に該当する一
方，決算日が新型コロナウイルス発生後の場
合，修正後発事象として財務諸表の修正が必
要となってくる可能性がある。いずれにせよ
重要性の判断等にも関わってくるため，該当
可能性がある事象の発生が予想される場合，
早めに監査人等に相談しておくのが望ましい
だろう。

Ⅲ　決算説明会における留意点

最後に，新型コロナウイルスに関連して，
以下決算説明会における対応のポイントを，
「決算説明会の開催方法」および「決算説明
会での対応ポイント」に分けておおまかに解
説する。

１　決算説明会の開催方法
政府の新型コロナウイルス感染症防止対策

事象になるものと考えられる（図表５）。
ただし，新型コロナウイルス感染者の確認

が期末日前であった場合，修正後発事象とし
て重要性に応じて当期に損失の計上が必要と
なるので留意する必要がある（図表６）。

４　東京オリンピック開催延期の影響
３月24日，東京オリンピックの開催延期が

決定された。これにより，オリンピックのス
ポンサー企業や，放送権を持つ企業，宿泊業
などは翌期以降の業績に大きな影響があるこ
とが予想される。
３月決算会社の場合，決算日前の事象であ

るので後発事象には該当せず，当期の決算に
影響がある事象は決算に織り込む必要がある
だろう。たとえば放送権等を無形固定資産と
して計上している場合などは減損の要否の検
討が必要になるだろう。
以上のように，決算日が新型コロナウイル

監査報告書
発行

監査報告書
発行

※�決算日時点では工場停止の主要因となる，従業員の感染確認はない。

※�決算日時点では工場停止の主要因となる，従業員の感染確認が既に存在し
ている。

従業員
感染
確認

従業員
感染
確認

〔図表５〕開示後発事象と考えられる例

決算日
（３月）

決算日
（３月）

〔図表６〕修正後発事象と考えられる例

工場操業
停止決定

工場操業
停止決定

緊急企画

コロナショックにどう対応するか
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のため，12月決算会社においては，決算説明
会自体を中止もしくは延期を決定している企
業が多い。３月決算会社も同様に感染症防止
の対策を考えておくほうがよいと思われる。
具体的にはオンライン開催や，対面で開催す
る場合であっても時間の短縮や懇親会の中止
等が考えられる。

２　決算説明会での対応ポイント
決算説明会で，新型新型コロナウイルスに

関連して説明が必要になると考えられるポイ
ントを説明する。

⑴　海外売上への影響

特に中国等の感染拡大地域における売上高
の比率が大きい場合，相対的に売上高の減少
比率が大きくなると思われる。例年と比較し
て，当期どの程度減少したかおよび翌期の売
上減少が見込まれるか把握しておく必要があ
るだろう。

⑵　工場操業停止等による影響

売上同様に感染拡大地域に主要な生産工場
を持っている場合など，操業停止の期間やそ
れによる影響額等について把握しておく必要
があるだろう。

⑶　店舗自粛等による影響

特に飲食業等の店舗展開を行っている場合，
影響が大きいかと思われる。自粛の期間，売

上への影響等を把握しておく必要があるだろ
う。

⑷　海外渡航禁止等による影響

特に旅行代理店等の場合，影響が大きいか
と思われる。当期どの程度減少したかおよび
翌期の売上減少が見込まれるか把握しておく
必要があるだろう。

⑸　拠点の閉鎖等による影響

後発事象の箇所でも述べたが，新型コロナ
ウイルス感染症の影響により拠点の閉鎖等を
決定した場合，引当金の計上などの財務諸表
への影響を把握しておく必要があるだろう。

⑹　税効果・減損会計等への影響

上記のような影響により，税効果会計の会
社区分の変更による繰延税金資産の取崩しや
固定資産の減損が必要となってくる可能性が
ある。影響の有無および影響額について把握
しておく必要があるだろう。

⑺　感染症への対策

企業としての感染症への対策も明確にして
おく必要があるだろう。具体的にはテレワー
クの導入・時差通勤のなどの実施状況につい
てまとめておくべきであろう。

（付記）当執筆のうち意見に係る部分は筆者の個人
的な見解であり，ある特定の組織のものではない。
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